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会 社 の 概 況

　

商 号 小倉クラッチ株式会社

設 立 1948年５月25日

資 本 金 1,858,806,000円

従 業 員 数 793名（2021年３月31日現在)

　

　

営 業 品 目

　

輸 送 機 器 用 ク ラ ッ チ

一 般 産 業 用 ク ラ ッ チ ・ ブ レ ー キ

マ イ ク ロ ク ラ ッ チ ・ ブ レ ー キ

機械・油圧・空気圧クラッチ・ブレーキ

そ の 他
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事 業 報 告

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

2020年４月１日から2021年３月31日までの第92期についての事業の概況をご報告申

しあげます。

当連結会計年度における世界経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を大き

く受けました。いち早く景気回復した中国をはじめ、各国での経済対策やワクチン接

種普及などにより、世界経済の回復の兆しは見えるものの、新型コロナウイルス感染

症の終息は見えておらず、依然として楽観視できない景気動向となっております。

　日本経済においても、下期からは回復基調となったものの、経済活動の自粛や制限

などにより、個人消費や企業活動が落ち込みました。

このような状況のもとで、当社グループはグローバル市場で積極的な販売活動を行

ってまいりましたが、当連結会計年度における売上高は33,609百万円（前年同期比

17.3％減）となりました。営業損失は478百万円（前年同期は586百万円の営業利益）、

経常損失は255百万円（前年同期は532百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する当期

純損失は減損損失および特別調査費用等の計上などにより1,579百万円（前年同期は

345百万円の親会社株主に帰属する当期純利益）となりました。

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により、各国において都市部のロックダウ

ンが実施され、自動車メーカーをはじめ製造工場は軒並み操業停止を余儀なくされま

した。中国など景気が回復基調な国も出てきてはいるものの、依然として感染拡大の

続いている国も多く、地域・業種により回復の状況はばらついています。従って当社

グループは、海外７カ国に展開するグローバル企業としての強みを活かした供給体制

により、必要な地域に必要なタイミングで製品を提供することでビジネスチャンスを

確実なものとしてまいります。

また、新型コロナウイルスは、我々の日々の仕事の在り方も大きく変えてしまいま

した。海外への移動が制限されたことで、日本本社から海外子会社への直接的指導・

支援も制約されるなど、これまで当たり前に出来ていたことが困難になりました。し

かし、WEB会議など新たな業務スタイルが日常業務の一部となり、これまで以上にコミ

ュニケーションを取れる環境も生まれています。新たなツールを積極的に活用するこ

とで、変化する環境・状況に柔軟に対応していきます。

こうした状況下、中国の在外子会社２社における棚卸資産の過大計上、および米国

の在外子会社における元従業員の不正送金による横領が判明しました。社外の専門家

からなる特別調査委員会を設置し、2020年12月16日に調査報告書を受領し、過年度の

棚卸資産の過大計上と不正送金額について会計処理の訂正を行いました。当社グルー

プは1988年に初の海外製造拠点であるオグラ・コーポレーションを北米に設立して以

― 2 ―

　



降、この30年間で積極的にグローバル化を進めてきました。その中で、お客様の要求

する品質・コスト・納期を満足できるよう、日本企業としてこれまでに培ってきたも

のづくりの水平展開に注力してきました。しかし、今回の不祥事の発生を受け、基準

やルールの水平展開、情報システムを含めた管理の仕組みの構築やその管理を担う人

材の育成が十分に出来ていなかったことを反省し、スローガンを『創業の心』と改め

ました。株主をはじめとするステークホルダーの皆様に多大なご迷惑とご心配をおか

けしましたことを深くお詫び申しあげます。今後は、社内に設置した再発防止委員会

を中心に改善対策を徹底し、信頼回復に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願

い申しあげます。
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業 績 の 推 移

　財産および損益の状況

区 分
第89期

2018年３月期
第90期

2019年３月期
第91期

2020年３月期
第92期(当期)
2021年３月期

売 上 高(百万円) 40,482 41,024 40,658 33,609

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△）

(百万円) 1,211 963 532 △255

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

(百万円) 796 681 345 △1,579

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 531.75 454.98 230.56 △1,055.13

総 資 産(百万円) 41,389 42,604 42,546 42,020

純 資 産(百万円) 17,021 16,901 16,545 15,280

１株当たり純資産額(円) 11,137.69 11,046.12 10,784.95 9,945.82
　

(注)１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は自己株式数控除後の期中平均発行済株式
数に基づいて算出しております。

２．当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。
第89期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益および１株当た
り純資産額を算定しております。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）に伴
う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号平成30年３
月26日）を第90期から適用しており、第89期に係る数値については、当該会計基準を遡って
適用した後の数値となっております。

４．当社は、在外子会社で発生しました棚卸資産の過大計上及び横領に関する調査報告書に基づ
いて過年度の決算数値を訂正しております。上記の財産及び損益の状況は、当該訂正後の数
値を記載しております。

株 式 の 状 況（2021年３月31日現在）

株式の総数

発 行 可 能 株 式 総 数 6,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 1,553,323株

株式の異動

当 期 末 株 主 数 1,330名

前 期 末 比 較 43名減
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金融商品取引業者

21,389株

（1.38％）

個人・その他

756,700株

（48.71％）一般法人

474,224株

（30.53％）

金融機関

301,010株

（19.38％）

大 株 主 （上位10名）（2021年３月31日現在）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

第 一 共 栄 ビ ル 株 式 会 社 287千株 19.22％

小 倉 ク ラ ッ チ 取 引 先 持 株 会 143千株 9.59％

小 倉 康 宏 82千株 5.50％

株 式 会 社 東 和 銀 行 74千株 4.96％

株 式 会 社 群 馬 銀 行 73千株 4.93％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 58千株 3.91％

高 橋 正 義 43千株 2.87％

小 倉 ク ラ ッ チ 従 業 員 持 株 会 39千株 2.64％

富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 23千株 1.57％

降 幡 光 宏 23千株 1.53％
　

(注) １．当社は、自己株式56,534株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．当社は株式会社みずほ銀行の完全親会社である株式会社みずほフィナンシャルグループの

株式（持株数82,894.00株・出資比率0.0％）を所有しております。

　

所有者別株数分布
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企業集団の主要な拠点等（2021年３月31日現在）
　

本 社 群馬県桐生市相生町二丁目678番地

国内営業拠点 東京営業所（東京都港区）、大阪営業所（大阪府東大阪市）、

名古屋営業所（愛知県名古屋市）、北陸営業所（石川県金沢

市）、広島営業所（広島県広島市）、九州営業所（福岡県福

岡市）、東洋クラッチ株式会社（東京都品川区）

海外営業拠点 オグラS.A.S.（フランス）、オグラ・インダストリアル・コ

ーポレーション（アメリカ）、オグラクラッチ・ド・ブラジ

ル・リミターダ（ブラジル）

国内生産拠点 第一工場（群馬県桐生市）、第三工場（群馬県桐生市）、赤

堀工場（群馬県伊勢崎市）、香林工場（群馬県伊勢崎市）、

東京精工株式会社（群馬県伊勢崎市）、株式会社三泉（群馬

県伊勢崎市）

海外生産拠点 オグラ・コーポレーション（アメリカ）、小倉離合機（東

莞）有限公司（中国）、小倉離合機（無錫）有限公司（中

国）、小倉離合機（長興）有限公司（中国）、オグラクラッ

チ・タイランドCO.,LTD.（タイ）、オグラクラッチ・インデ

ィアPVT.LTD.（インド）、オグラクラッチ・フィリピ

ン,INC.（フィリピン）、砂永精工電子（東莞）有限公司

（中国）

　

庶 務 の 概 況
　
株主総会

　2020年６月26日桐生市堤町三丁目５番23号 桐生プリオパレス１階『プロヴァンス』
において、第91回定時株主総会を開催し、次のとおり決議されました。
　
　 第１号議案 剰余金処分の件

本件は、原案どおり承認可決されました。
（期末配当金は、１株につき100円と決定いたしました。）

　
　 第２号議案 取締役８名選任の件

本件は、取締役に小倉康宏、井上春夫、河内正美、加藤 基、中
馬康則、猪越義彦、新井俊彦、田部井公夫の８氏が選任され、そ
れぞれ就任いたしました。
なお、田部井公夫氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役
であります。
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　 第３号議案 監査役２名選任の件
本件は、監査役に隈元慶幸および山口徹の両氏が選任され、それ
ぞれ就任いたしました。
なお、隈元慶幸および山口徹の両氏は、会社法第２条第16号に定
める社外監査役であります。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

　

（2021年３月31日現在）
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 26,979 流 動 負 債 21,034

現 金 及 び 預 金 8,405 支払手形及び買掛金 3,612

受取手形及び売掛金 8,364 電 子 記 録 債 務 4,123

電 子 記 録 債 権 1,722 短 期 借 入 金 11,240

商 品 及 び 製 品 2,765 未 払 法 人 税 等 76

仕 掛 品 3,047 賞 与 引 当 金 240

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,112 そ の 他 1,741

そ の 他 677 固 定 負 債 5,706

貸 倒 引 当 金 △115 長 期 借 入 金 3,767

固 定 資 産 15,041 繰 延 税 金 負 債 579

有 形 固 定 資 産 11,747 役員退職慰労引当金 785

建 物 及 び 構 築 物 3,319 退職給付に係る負債 182

機械装置及び運搬具 4,576 資 産 除 去 債 務 15

土 地 3,124 そ の 他 375

建 設 仮 勘 定 209 負 債 合 計 26,740

そ の 他 517 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 633 株 主 資 本 14,579

投 資 そ の 他 の 資 産 2,659 資 本 金 1,858

投 資 有 価 証 券 1,926 資 本 剰 余 金 1,823

退職給付に係る資産 258 利 益 剰 余 金 11,248

繰 延 税 金 資 産 21 自 己 株 式 △351

そ の 他 489 その他の包括利益累計額 307

貸 倒 引 当 金 △36 その他有価証券評価差額金 800

為 替 換 算 調 整 勘 定 △644

退職給付に係る調整累計額 151

非 支 配 株 主 持 分 393

純 資 産 合 計 15,280

資 産 合 計 42,020 負 債 純 資 産 合 計 42,020
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 33,609

売 上 原 価 29,073

売 上 総 利 益 4,535

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,014

営 業 損 失 （△） △478

営 業 外 収 益

受 取 利 息 18

受 取 配 当 金 36

為 替 差 益 32

不 動 産 賃 貸 料 73

補 助 金 収 入 88

雇 用 調 整 助 成 金 111

そ の 他 121 481

営 業 外 費 用

支 払 利 息 159

手 形 売 却 損 4

貸 倒 損 失 42

そ の 他 51 258

経 常 損 失 （△） △255

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4

投 資 有 価 証 券 売 却 益 7 11

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 12

減 損 損 失 177

特 別 調 査 費 用 等 843 1,032

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （△） △1,276

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 182

法 人 税 等 調 整 額 84 267

当 期 純 損 失 （△） △1,543

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 35

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △1,579
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,858 1,844 13,861 △351 17,214

過去の誤謬の訂正による累積的影響額 － △21 △884 － △905

訂正後の当期首残高 1,858 1,823 12,977 △351 16,308

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 △149 　 △149

親会社株主に帰属
する当期純損失（△）

　 　 △1,579 　 △1,579

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － △1,729 △0 △1,729

当 期 末 残 高 1,858 1,823 11,248 △351 14,579

その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 245 △511 6 △259 404 17,359

過去の誤謬の訂正による累積的影響額 21 73 － 94 △3 △814

訂正後の当期首残高 266 △438 6 △165 401 16,545

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △22 △171

親会社株主に帰属
する当期純損失（△）

　 　 　 　 　 △1,579

自己株式の取得 　 　 　 　 　 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

533 △205 144 472 14 486

当 期 変 動 額 合 計 533 △205 144 472 △8 △1,264

当 期 末 残 高 800 △644 151 307 393 15,280

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

・連結子会社の数 14社

・主な連結子会社の名称 オグラ・コーポレーション

オグラS.A.S.

オグラ・インダストリアル・コーポレーション

オグラクラッチ・ド・ブラジル・リミターダ

小倉離合機（東莞）有限公司

小倉離合機（無錫）有限公司

小倉離合機（長興）有限公司

オグラクラッチ・タイランドCO.,LTD.

オグラクラッチ・インディアPVT.LTD.

オグラクラッチ・フィリピン,INC.

砂永精工電子（東莞）有限公司

東京精工株式会社

東洋クラッチ株式会社

株式会社三泉

(2) 非連結子会社の状況

・非連結子会社の数 １社

・非連結子会社の名称 株式会社ブレイヴァリー

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の状況

・持分法適用の非連結子会社の

数

１社

・持分法を適用した非連結子会

社の名称

株式会社ブレイヴァリー

(2) 持分法を適用していない関連会社の状況

・持分法を適用しない関連会社

の数

１社

・持分法を適用しない関連会社

の名称

信濃機工株式会社

・持分法を適用しない理由 持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除

外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、オグラ・コーポレーション、オグラS.A.S.、オグラ・インダストリアル・コ

ーポレーション、オグラクラッチ・ド・ブラジル・リミターダ、小倉離合機（東莞）有限公司、小

倉離合機（無錫）有限公司、小倉離合機（長興）有限公司、オグラクラッチ・タイランド

CO.,LTD.、オグラクラッチ・フィリピン,INC.、砂永精工電子（東莞）有限公司の決算日は12月31

日であります。

連結子会社の決算日と連結決算日との差異は３ヶ月以内であり、かつ、その期間における取引

は、連結計算書類に重要な影響を与えないため、当該連結子会社の事業年度に係る計算書類を基礎

とし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………………当連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法

② デリバティブ取引……………時価法

③ たな卸資産

製品及び仕掛品………………主として先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

原材料…………………………主として移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

貯蔵品…………………………最終仕入原価法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………国内会社は、定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については、定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～12年

在外子会社では利用可能期間を見積もった定額法を採用しており

ます。

（リース資産を除く）

無形固定資産…………………国内会社は、定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

（リース資産を除く）

リース資産……………………リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

長期前払費用…………………国内会社は、定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………国内会社では、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金…………国内会社では、役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

為替予約……………………為替予約については、振当処理の要件を満たす場合は振当処理を

行っております。

金利スワップ………………金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………………デリバティブ取引（為替予約及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象…………………外貨建金銭債権債務及び借入金に係る金利

③ ヘッジ方針

為替予約……………………為替予約は、将来の為替リスクを回避することを目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

金利スワップ………………金利の変動に伴うリスクの軽減を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約……………………為替予約は、リスク管理方針に従って米ドル及びユーロ建の外貨

建債権残高の範囲内の金額で回収期日とほぼ同一期日の為替予約

契約を締結しており、予約の締結時に当該予約を対象債権にそれ

ぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動に対するヘッジ

効果は完全に確保されており、ヘッジ会計の要件を満たしており

ます。なお、決算日における有効性の評価は省略しております。

金利スワップ………………特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略してお

ります。

⑤ その他のリスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内規程に基づき取引を行っております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

　 のれんについては、５～10年の定額法により償却しております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会

計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連

結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

　固定資産 2,021百万円（当社分1,258百万円、連結子会社分763百万円）

上記金額は当連結会計年度末において減損の兆候があると判断した固定資産残高であります。

　繰延税金資産 121百万円（当社分）

　 上記金額は繰延税金負債相殺前の残高であります。

追加情報
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

固定資産の減損損失及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上見積りにおいて、新型コロナウイル

ス感染症による影響は、今後一定期間をかけて徐々に回復していくという仮定に基づき、会計上の見

積りを行っております。

過去の誤謬の訂正に関する注記
当連結会計年度における、連結子会社である小倉離合機（東莞）有限公司の売上原価は5,960百万

円、小倉離合機（長興）有限公司の売上原価は1,823百万円であり、連結損益計算書の売上原価の

26.8％を占めております。これらの連結子会社において、過年度より実地棚卸及び原価計算が適切に

実施されていないこと等の理由により、前連結会計年度末において実在性及び正確性が確認できなか

った商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品が存在することが判明いたしました。このため、当連

結会計年度の連結計算書類の作成にあたって、これらの連結子会社において実在性及び正確性が確認

できなかった商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品の帳簿価額825百万円をこれらの勘定科目の

期首残高から減額し、同額を期首の利益剰余金から減額いたしました。

また、その他の過去の誤謬について期首の利益剰余金等を訂正いたしました。

これらの過去の誤謬の訂正による累積的影響額は、当連結会計年度の期首の純資産の帳簿価額に反

映させております。

この結果、連結株主資本等変動計算書の期首の利益剰余金は884百万円減少しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産および担保に係る債務

担保に供している資産

土地 70百万円

建物及び構築物 300百万円

計 371百万円

担保資産に対応する債務

長期借入金 493百万円

計 493百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 27,501百万円

３．受取手形割引高 1百万円

連結損益計算書に関する注記
該当事項はありません。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項ならびに自己株式の数に関する事項
　

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

発行済株式

　普通株式 1,553千株 －千株 －千株 1,553千株

合計 1,553千株 －千株 －千株 1,553千株

自己株式

　普通株式 56千株 0千株 －千株 56千株

合計 56千株 0千株 －千株 56千株
　

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

2020年６月26日開催の第91回定時株主総会において次のとおり決議されました。

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 149百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 100円

・基準日 2020年３月31日

・効力発生日 2020年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

2021年６月29日開催予定の第92回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 149百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 100円

・基準日 2021年３月31日

・効力発生日 2021年６月30日

― 15 ―

　



金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要な資金については銀行等の金

融機関からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金ならびに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、当社の「与信管理規程」に

沿ってリスク低減を図っております。

投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金ならびに電子記録債務はそのほとんどが１年以内の支払期日と

なっております。借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先

物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引

であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評

価方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関す

る事項(5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

２．金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）

２．参照）
　

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円) 差額（百万円)

(1) 現金及び預金 8,405 8,405 －

(2) 受取手形及び売掛金 8,364 8,364 －

(3) 電子記録債権 1,722 1,722 －

(4) 投資有価証券 1,765 1,765 －

(5) 支払手形及び買掛金 3,612 3,612 －

(6) 電子記録債務 4,123 4,123 －

(7) 短期借入金 11,240 11,240 －

(8) 未払法人税等 76 76 －

(9) 長期借入金 3,767 3,780 13

(10) デリバティブ取引 △35 △35 －
　

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。
(4) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された
価格によっております。
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負 債
(5) 支払手形及び買掛金、(6) 電子記録債務、(7) 短期借入金、(8) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

(9) 長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。
デリバティブ取引

(10) デリバティブ取引
為替予約取引は先物為替相場によっております。

　

(注) ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円)

非上場株式 160
　

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

　

(注) ３．金銭債権及び借入金の連結決算日後の償還予定額
　

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

(1) 現金及び預金 8,405 － － －

(2) 受取手形及び売掛金 8,364 － － －

(3) 電子記録債権 1,722 － － －

(4) 短期借入金 9,959 － － －

(5) 長期借入金 1,281 2,979 552 234
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賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含

む。）等を有しております。2021年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は53百万円

（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。
　

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価
（百万円）当連結会計年度末残高

714 1,695
　

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した
金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 9,945円82銭

２．１株当たり当期純損失 1,055円13銭

減損損失に関する注記

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

小倉クラッチ㈱

（群馬県桐生市）

賃貸用資産・事業用

資産

土地・建物及び構築物・機

械装置及び運搬具
112

㈱三泉

（群馬県伊勢崎市）
その他 のれん 64

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

(注) 各注記の記載金額は、すべて百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
　

　

（2021年３月31日現在）
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 14,908 流 動 負 債 14,466

現 金 及 び 預 金 3,194 支 払 手 形 395

受 取 手 形 251 電 子 記 録 債 務 4,805

電 子 記 録 債 権 1,734 買 掛 金 1,576

売 掛 金 5,866 短 期 借 入 金 5,389

商 品 及 び 製 品 374 1年内返済予定の長期借入金 1,130

仕 掛 品 2,356 リ ー ス 債 務 64

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 369 未 払 金 413

前 払 費 用 25 未 払 費 用 26

そ の 他 759 未 払 法 人 税 等 11

貸 倒 引 当 金 △21 預 り 金 35

固 定 資 産 15,827 賞 与 引 当 金 219

有 形 固 定 資 産 5,755 そ の 他 399

建 物 798 固 定 負 債 4,137

構 築 物 37 長 期 借 入 金 3,078

機 械 及 び 装 置 2,638 リ ー ス 債 務 107

車 両 運 搬 具 52 繰 延 税 金 負 債 198

工具、器具及び備品 148 役員退職慰労引当金 736

土 地 1,995 資 産 除 去 債 務 15

建 設 仮 勘 定 83 負 債 合 計 18,603

無 形 固 定 資 産 147 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ エ ア 101 株 主 資 本 11,374

そ の 他 46 資 本 金 1,858

投 資 そ の 他 の 資 産 9,924 資 本 剰 余 金 1,820

投 資 有 価 証 券 1,750 資 本 準 備 金 1,798

関 係 会 社 株 式 7,125 そ の 他 資 本 剰 余 金 22

出 資 金 1 利 益 剰 余 金 8,046

関係会社長期貸付金 719 利 益 準 備 金 354

長 期 前 払 費 用 38 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,692

前 払 年 金 費 用 40 別 途 積 立 金 7,603

そ の 他 298 繰 越 利 益 剰 余 金 89

貸 倒 引 当 金 △48 自 己 株 式 △351

評 価 ・ 換 算 差 額 等 756

その他有価証券評価差額金 756

純 資 産 合 計 12,131

資 産 合 計 30,735 負 債 純 資 産 合 計 30,735
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 19,457

売 上 原 価 17,436

売 上 総 利 益 2,021

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,413

営 業 損 失 （△） △392

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8

受 取 配 当 金 45

為 替 差 益 87

不 動 産 賃 貸 料 10

雇 用 調 整 助 成 金 85

そ の 他 65 303

営 業 外 費 用

支 払 利 息 46

手 形 売 却 損 4

そ の 他 11 62

経 常 損 失 （△） △151

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2 6

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1

減 損 損 失 112

関 係 会 社 株 式 評 価 損 44

特 別 調 査 費 用 等 742 900

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △1,045

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 70

法 人 税 等 調 整 額 △1 69

当 期 純 損 失 （△） △1,114
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,858 1,798 22 1,820 354 7,603 1,354 9,311

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △149 △149

当期純損失（△） 　 　 　 　 　 　 △1,114 △1,114

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － △1,264 △1,264

当 期 末 残 高 1,858 1,798 22 1,820 354 7,603 89 8,046

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合 計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △351 12,639 262 262 12,901

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 △149 　 　 △149

当期純損失（△） 　 △1,114 　 　 △1,114

自己株式の取得 △0 △0 　 　 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

　 　 494 494 494

当 期 変 動 額 合 計 △0 △1,264 494 494 △769

当 期 末 残 高 △351 11,374 756 756 12,131
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び

関連会社株式……………………移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品及び仕掛品…………………先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

(2）原材料……………………………移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

(3）貯蔵品……………………………最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産……………………定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物 10～50年

　機械及び装置 12年

（リース資産を除く）

(2）無形固定資産……………………定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

（リース資産を除く）

(3）リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

(4）長期前払費用……………………定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。
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(3）退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。事業年度

末において、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過してい

る場合は、超過額を前払年金費用として計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。

(4）役員退職慰労引当金……………役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

５．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

為替予約………………………為替予約については、振当処理の要件を満たす場合は振当処理を

行っております。

金利スワップ…………………金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……………………デリバティブ取引（為替予約及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象……………………外貨建金銭債権及び借入金に係る金利

(3) ヘッジ方針

為替予約………………………為替予約は、将来の為替リスクを回避することを目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

金利スワップ…………………金利の変動に伴うリスクの軽減を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

為替予約………………………為替予約は、リスク管理方針に従って米ドル及びユーロ建の外貨

建債権残高の範囲内の金額で回収期日とほぼ同一期日の為替予約

契約を締結しており、予約の締結時に当該予約を対象債権にそれ

ぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動に対するヘッジ

効果は完全に確保されており、ヘッジ会計の要件を満たしており

ます。なお、決算日における有効性の評価は省略しております。

金利スワップ…………………特例処理の要件を満たしているため有効性の判定を省略しており

ます。

(5) その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内規程に基づき取引を行っております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理………退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の

方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっておりま

す。

(2）消費税等の会計処理……………消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年

度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

　 固定資産 1,258百万円

　 上記金額は当事業年度末において減損の兆候があると判断した固定資産残高であります。

繰延税金資産 121百万円

上記金額は繰延税金負債相殺前の残高であります。

追加情報
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

連結注記表の「追加情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 19,284百万円

２．偶発債務

関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

オグラ・コーポレーション 24百万円

小倉離合機（東莞）有限公司 1,381百万円

小倉離合機（長興）有限公司 953百万円

オグラクラッチ・タイランドCO.,LTD. 1,504百万円

オグラクラッチ・フィリピン,INC. 387百万円

３．電子記録債権割引高 270百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 6,318百万円

長期金銭債権 48百万円

短期金銭債務 1,443百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

１．営業取引（収入分） 14,583百万円

２．営業取引（支出分） 3,782百万円

３．営業取引以外の取引（収入分） 47百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

　

株 式 の 種 類 当 期 首 株 式 数 当期増加株式数 当期減少株式数 当 期 末 株 式 数

普 通 株 式 56千株 0千株 －千株 56千株
　

(注) 自己株式の数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

― 24 ―

　



税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　たな卸資産 67百万円

　貸倒引当金 21

　減損損失累計額 119

　株式評価損等 866

　賞与引当金 66

　役員退職慰労引当金 224

　税務上の繰越欠損金 295

　繰越外国税額控除 198

　その他 27

繰延税金資産小計 1,888

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △295

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,471

評価性引当額小計 △1,767

繰延税金資産合計 121

　 繰延税金負債

　前払年金費用 △12

　その他有価証券評価差額金 △307

繰延税金負債合計 △320

繰延税金資産(負債)の純額 △198

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

１年以内

(百万円)

１年超

２年以内

(百万円)

２年超

３年以内

(百万円)

３年超

４年以内

(百万円)

４年超

５年以内

(百万円)

５年超

(百万円)

合計

(百万円)

税務上の繰越欠損金(a) － － － － － 295 295

評価性引当額 － － － － － 295 295

繰延税金資産 － － － － － － －

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 当事業年度は税引前当期純損失となったため、記載を省略しております。
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関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等
　

属 性 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

主要株主 第一共栄ビル㈱
被所有直接

19.36

建物等の賃貸
借及び当社製
品の販売等

建 物 の 賃 借 75 敷 金 142

製 品 の 売 上 275 売 掛 債 権 134
　

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
１．賃借料については、３年ごとに近隣の取引実勢に基づいて、契約により決定しております。
２．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、
他の代理店と同様に決定しております。

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めず、敷金を除く期末残高には消費税等を含めて
表示しております。
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２．子会社及び関連会社

属 性 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子 会 社 東洋クラッチ㈱
直接

100.00
当社製品の販
売等

製品の売上
(注１)

12,220 売掛債権 4,949

部品の仕入
(注２)

1,508 仕入債務 352

子 会 社 東 京 精 工 ㈱
直接

100.00

輸送機器用及
び一般産業用
製品の冷間鍛
造加工等

部品の仕入
(注２)

690 仕入債務 378

子 会 社
オグラ･インダ
ストリアル・
コーポレーション

直接
80.00

当社製品の販
売等

製品の売上
(注１)

1,248 売掛債権 548

子 会 社
小 倉 離 合 機
(東莞）有限公司

直接
100.00

輸送機器用及
び一般産業用
製品の製造・
販売等

債務の保証
(注３)

1,381 ― ―

子 会 社
小 倉 離 合 機
(長興）有限公司

直接
100.00

輸送機器用及
び一般産業用
製品の製造・
販売等

債務の保証
(注３)

953 ― ―

子 会 社
オグラクラッチ・
タイランドCO.,LTD.

直接
51.00

間接
49.00

輸送機器用及
び一般産業用
製品の製造・
販売等

債務の保証
(注３)

1,504 ― ―

子 会 社
オグラクラッチ・
フィリピン,INC.

間接
100.00

輸送機器用及
び一般産業用
製品の製造・
販売等

債務の保証
(注３)

387 ― ―

子 会 社 ㈱ 三 泉
直接

100.00

輸送機器用及
び一般産業用
製品・部品の
購入・加工等

部品の仕入
（注２）

1,010 仕入債務 457

利息の受取
（注４）

5 長期貸付金 479

関連会社 信 濃 機 工 ㈱
直接

39.57

輸送機器用及
び一般産業用
製品・部品の
購入・加工等

部品の仕入
(注２)

456 仕入債務 222

　

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
１．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、
他の代理店と同様に決定しております。

２．部品の仕入については、複数の取引先から見積を入手し、市場の実勢価格を勘案して当社希望
価格を提示し、価格交渉の上決定しております。

３．金融機関からの借入について、債務保証を行っております。また、取引金額には金融機関から
の借入残高を記載しております。

４．長期貸付金に対する金利については、市場金利を勘案の上、合理的に決定しております。
５．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めて表示してお
ります。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 8,105円19銭

２．１株当たり当期純損失 744円82銭

減損損失に関する注記

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

一般産業用事業 第一工場

（群馬県桐生市）
事業用資産

土地・建物・機械及び装

置
12

一般産業用事業 赤堀工場

（群馬県伊勢崎市）
事業用資産 土地・機械及び装置 10

輸送機器用事業 赤堀工場

（群馬県伊勢崎市）
事業用資産 建物・機械及び装置 5

群馬県桐生市 賃貸用資産 土地 85

重要な後発事象に関する注記

子会社の増資

当社は、2021年２月15日開催の取締役会において、財務体質強化のため、当社の連結子会社である

小倉離合機（長興）有限公司への増資を決議いたしました。増資の総額は4,500千米ドルであり、

2021年４月27日に1,500千米ドルの払込を行っております。

(注) 各注記の記載金額は、すべて百万円未満を切り捨てて表示しております。
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役 員 （2021年３月31日現在）

代 表 取 締 役 社 長 小 倉 康 宏
取 締 役
会 長 井 上 春 夫
取 締 役
常 務 執 行 役 員 河 内 正 美
取 締 役
常 務 執 行 役 員 加 藤 基
取 締 役
常 務 執 行 役 員 中 馬 康 則
取 締 役
常 務 執 行 役 員 猪 越 義 彦
取 締 役
執 行 役 員 新 井 俊 彦
取 締 役 田部井 公 夫

常 勤 監 査 役 金 子 太 一
監 査 役 隈 元 慶 幸
監 査 役 山 口 徹

　（ご参考）

１． 取締役田部井公夫氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役の要件を満た

しております。

２． 監査役隈元慶幸、山口徹の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の

要件を満たしております。

３． 取締役・監査役の異動

　 該当事項はありません。
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　 株主メモ

事 業 年 度 毎年４月１日から３月31日まで

剰余金の配当基準日 毎年３月31日

単 元 株 式 数 100株

定 時 株 主 総 会 毎年６月下旬

株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

　
証券会社に口座を
お持ちの場合

特別口座の場合

郵送物送付先

お取引の証券会社になり
ます。

〒168-8507
東京都杉並区和泉２-８-４
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部

電話お問い合せ先
フリーダイヤル 0120-288-324
（土・日・祝日を除く ９:00～17:00）

各種手続お取扱店

（住所変更、株主配当金
受け取り方法の変更等）

みずほ信託銀行株式会社
　本店および全国各支店
＊トラストラウンジではお取り扱いで

きませんのでご了承ください。

みずほ証券株式会社
　本店および全国各支店
プラネットブース（みずほ銀行内の店
舗）でもお取り扱いいたします。

未払配当金のお支払
みずほ信託銀行株式会社 本店および全国各支店
株式会社みずほ銀行 本店および全国各支店
（みずほ証券株式会社では取次のみとなります）

ご注意

支払明細発行について
は、右の「特別口座の場
合」の郵送物送付先・電
話お問い合せ先・各種手
続お取扱店をご利用くだ
さい。

特別口座では、単元未満株式の買取請求
以外の株式売買はできません。証券会社
等に口座を開設し、株式の振替手続を行
っていただく必要があります。

　

公 告 方 法 電子公告（http://www.oguraclutch.co.jp）

ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告を

することができない場合には、日本経済新聞に掲載して行い

ます。
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